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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第59期

第２四半期累計期間
第60期

第２四半期累計期間
第59期

会計期間
自 2017年９月１日
至 2018年２月28日

自 2018年９月１日
至 2019年２月28日

自 2017年９月１日
至 2018年８月31日

営業収益 （百万円） 71,455 71,802 146,272

経常利益 （百万円） 5,158 4,258 10,541

四半期（当期）純利益 （百万円） 3,497 2,934 4,301

持分法を適用した場合の

投資利益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 16,533 16,533 16,533

発行済株式総数 （千株） 47,889 47,889 47,889

純資産額 （百万円） 195,292 187,246 194,288

総資産額 （百万円） 239,887 235,568 241,650

１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 75.81 66.64 94.11

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 40.00 40.00 80.00

自己資本比率 （％） 81.4 79.5 80.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 8,057 4,139 15,433

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △389 △2,516 △6,845

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △7,886 △9,976 △9,713

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 24,939 15,808 24,160

回次
第59期

第２四半期会計期間
第60期

第２四半期会計期間

会計期間
自 2017年12月１日
至 2018年２月28日

自 2018年12月１日
至 2019年２月28日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 34.08 24.18

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２ 営業収益は、「売上高」と「不動産賃貸収入」を合計しております。

３ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。

５ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

２【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）経営成績の分析

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などを背景に緩やかな回復基調が続い

ているものの、海外における不安定な政治動向や地政学的リスクの継続等の影響が懸念されるなど、景気の先行き

は依然として不透明な状況で推移いたしました。

小売業界におきましては、顧客のライフスタイルの多様化による消費行動の変化や、業種業態の垣根を超えた競

争の激化により、一段とめまぐるしい変化が続いております。さらにＥコマースや個人間のリユース売買など、リ

アル店舗以外での消費の拡大が加速しており、当社を取り巻く環境は依然として厳しいものとなりました。

このような状況のもと当社は、低迷の続く売上を回復するために、まず、お客様に来店していただくことが最重

要であると考え、各地域ごとに異なるお客様のニーズに対応できるよう、既存店の改装、テナントの導入、フラン

チャイズ加盟による新業態の導入等を行い来店客数の増加に取り組んでまいりました。

これらの結果、営業収益は718億２百万円（前年同四半期比0.5％増）、営業利益は42億２千５百万円（前年同四

半期比13.5％減）、経常利益は42億５千８百万円（前年同四半期比17.4％減）、四半期純利益は29億３千４百万円

（前年同四半期比16.1％減）となりました。

なお、当社は、住関連用品販売事業の単一セグメントのため、セグメント別の記載を省略しております。

(2）財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の資産の部は、2,355億６千８百万円となり、前事業年度末に比べ60億８千２百万円

減少しました。これは主に、現金及び預金が84億１千２百万円減少し、建物及び構築物（純額）が33億３千万円

増加したことによるものです。

負債の部は、483億２千２百万円となり、前事業年度末に比べ９億６千万円増加しました。これは主に、流動

負債「その他」に含まれる設備関係支払手形が14億７百万円増加したことによるものです。

純資産の部は、1,872億４千６百万円となり、前事業年度末に比べ70億４千２百万円減少しました。これは主

に、自己株式が81億３千７百万円増加したことによるものです。

(3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末より83

億５千２百万円減少し、158億８百万円となりました。当第２四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

税引前四半期純利益43億１千２百万円、減価償却費21億１千６百万円、法人税等の支払額14億５千８百万円な

どにより、営業活動の結果得られた資金は41億３千９百万円（前年同期は80億５千７百万円の収入）となりまし

た。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の取得による支出24億８千１百万円などにより、投資活動の結果使用した資金は25億１千６百万

円（前年同期は３億８千９百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

自己株式の取得による支出81億３千７百万円、配当金の支払額18億７百万円などにより、財務活動の結果使用

した資金は99億７千６百万円（前年同期は78億８千６百万円の支出）となりました。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 178,781,799

計 178,781,799

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（2019年４月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,889,104 47,889,104
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株

式。単元株式数は

100株であります。

計 47,889,104 47,889,104 - -

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2018年12月１日～

2019年２月28日
－ 47,889 － 16,533 － 19,344
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（５）【大株主の状況】

2019年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 4,225 9.94

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 3,035 7.14

NORTHERN TRUST CO. （AVFC） RE

SILCHESTER INTERNATIONAL

INVESTORS INTERNATIONAL VALUE

EQUITY TRUST

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

2,652 6.24

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,240 5.27

アイリスオーヤマ株式会社 宮城県仙台市青葉区五橋２丁目12番１号 2,000 4.70

ノーザン トラスト カンパニー

エイブイエフシー リ ユーエス

タックス エグゼンプテド ペンシ

ョン ファンズ

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

1,398 3.29

株式会社埼玉りそな銀行
埼玉県さいたま市浦和区常盤７丁目４番

１号
1,342 3.16

DFA INTL SMALL CAP VALUE

PORTFOLIO

(常任代理人 シティバンク、エ

ヌ・エイ東京支店）

PALISADES WEST 6300, BEE CAVE ROAD 

BUILDING ONE AUSTIN TX 78746 US

(東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

1,136 2.67

ノーザン トラスト カンパニー

（エイブイエフシー）アカウント

ノン トリーティー

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 

E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

1,024 2.41

島村 均 埼玉県さいたま市 1,008 2.37

計 － 20,065 47.20

（注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,789千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,719千株

２ 上記の他、当社所有の自己株式5,381千株があります。

３ 大株主は、2019年２月28日現在の株主名簿に基づくものであります。
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４ 2018年９月３日付で大和住銀投信投資顧問株式会社から大量保有報告書が提出（報告義務発生日2018年８月

31日）されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができて

おりません。大量保有報告書の内容は下表のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大和住銀投信投資顧問株式会社 東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 2,465 5.15

2018年10月11日付で伊藤見富法律事務所の弁護士内田光俊氏から大量保有報告書の変更報告書が提出（報告

義務発生日2018年10月９日）されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有

株式数の確認ができておりません。大量保有報告書の変更報告書の内容は下表のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

シルチェスター・インターナショナ

ル・インベスターズ・エルエルピー

（Silchester International

 Investors LLP）

英国ロンドン ダブリュー１ジェイ ６

ティーエル、ブルトン ストリート１、

タイム アンド ライフ ビル５階

6,035 12.60

2018年12月７日付でアセットマネジメントOne株式会社から大量保有報告書が提出（報告義務発生日2018年

11月30日）されておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認がで

きておりません。大量保有報告書の内容は下表のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アセットマネジメントOne株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 2,414 5.04
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2019年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

5,381,100

－

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

42,450,200
424,502 同上

単元未満株式
普通株式

57,804
－ 同上

発行済株式総数 47,889,104 － －

総株主の議決権 － 424,502 －

（注） 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式17株が含まれております。

②【自己株式等】

2019年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

（自己保有株式）

株式会社島忠

埼玉県さいたま市西区

三橋５丁目1555番地
5,381,100 － 5,381,100 11.24

計 － 5,381,100 － 5,381,100 11.24

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間までの役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2018年12月１日から2019年２

月28日まで）及び第２四半期累計期間（2018年９月１日から2019年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

8184/E03074/島忠/2019年
－8－



１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

（単位：百万円）

前事業年度
(2018年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2019年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,057 13,644

受取手形及び売掛金 5,474 4,967

有価証券 7,567 7,593

商品及び製品 18,042 18,898

その他 3,937 4,077

貸倒引当金 △1 △3

流動資産合計 57,078 49,177

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 65,656 68,987

土地 95,742 95,553

その他（純額） 4,679 3,285

有形固定資産合計 166,078 167,826

無形固定資産 420 449

投資その他の資産

その他 18,277 18,300

貸倒引当金 △203 △184

投資その他の資産合計 18,073 18,115

固定資産合計 184,572 186,391

資産合計 241,650 235,568

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 21,687 21,431

未払法人税等 1,686 1,614

賞与引当金 877 935

事業構造改革引当金 641 523

その他 7,785 8,615

流動負債合計 32,677 33,119

固定負債

退職給付引当金 4,214 4,303

資産除去債務 7,007 7,259

その他 3,463 3,639

固定負債合計 14,685 15,203

負債合計 47,362 48,322
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（単位：百万円）

前事業年度
(2018年８月31日)

当第２四半期会計期間
(2019年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,533 16,533

資本剰余金 19,344 19,344

利益剰余金 167,549 168,675

自己株式 △8,505 △16,642

株主資本合計 194,922 187,910

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △633 △664

評価・換算差額等合計 △633 △664

純資産合計 194,288 187,246

負債純資産合計 241,650 235,568
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自 2017年９月１日
至 2018年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年９月１日
至 2019年２月28日)

売上高 68,466 68,743

売上原価 45,649 45,701

売上総利益 22,817 23,042

営業収入

不動産賃貸収入 2,988 3,059

営業総利益 25,805 26,101

販売費及び一般管理費 ※20,919 ※21,876

営業利益 4,885 4,225

営業外収益

受取利息 76 7

受取配当金 7 7

受取手数料 109 69

自動販売機手数料 68 79

その他 161 92

営業外収益合計 423 257

営業外費用

為替差損 122 -

支払賃借料 0 191

その他 27 32

営業外費用合計 150 224

経常利益 5,158 4,258

特別利益

固定資産売却益 - 60

資産除去債務戻入益 5 -

その他 - 0

特別利益合計 5 60

特別損失

固定資産除売却損 8 7

特別損失合計 8 7

税引前四半期純利益 5,155 4,312

法人税等 1,658 1,377

四半期純利益 3,497 2,934
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間
(自 2017年９月１日
至 2018年２月28日)

当第２四半期累計期間
(自 2018年９月１日
至 2019年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 5,155 4,312

減価償却費 2,232 2,116

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 2

受取利息及び受取配当金 △83 △15

為替差損益（△は益） 122 -

有形固定資産売却損益（△は益） - △60

売上債権の増減額（△は増加） 770 507

たな卸資産の増減額（△は増加） 181 △855

仕入債務の増減額（△は減少） 161 △256

未払金の増減額（△は減少） 55 △741

その他 514 573

小計 9,109 5,582

利息及び配当金の受取額 83 15

法人税等の支払額 △1,136 △1,458

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,057 4,139

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △396 △2,481

有形固定資産の売却による収入 - 244

投資有価証券の取得による支出 - △100

差入保証金の差入による支出 △5 △118

差入保証金の回収による収入 122 0

その他 △111 △60

投資活動によるキャッシュ・フロー △389 △2,516

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △6,002 △8,137

配当金の支払額 △1,880 △1,807

その他 △4 △31

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,886 △9,976

現金及び現金同等物に係る換算差額 △122 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △341 △8,352

現金及び現金同等物の期首残高 25,281 24,160

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※24,939 ※15,808
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第２四半期累計期間
（自 2018年９月１日 至 2019年２月28日）

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しております。

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期会計

期間の期首より適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分へ表示しております。

（四半期損益計算書関係）

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期累計期間
（自 2017年９月１日
至 2018年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自 2018年９月１日
至 2019年２月28日）

給料及び手当 6,164百万円 6,417百万円

賞与引当金繰入額 779百万円 935百万円

退職給付費用 194百万円 129百万円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期累計期間
（自 2017年９月１日
至 2018年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自 2018年９月１日
至 2019年２月28日）

現金及び預金勘定 18,552百万円 13,644百万円

マネー・マネージメント・ファンド（有価証券） 4,243百万円 -百万円

預け金（流動資産その他） 2,143百万円 2,163百万円

現金及び現金同等物 24,939百万円 15,808百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 2017年９月１日 至 2018年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年11月29日

定時株主総会
普通株式 1,882 40.00 2017年８月31日 2017年11月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年４月12日

取締役会
普通株式 1,808 40.00 2018年２月28日 2018年５月25日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

当社は、2017年10月13日開催の取締役会決議に基づき、自己株式1,843,000株を取得し、当第２四半期累

計期間において自己株式が59億９千９百万円増加しました。また、同取締役会において自己株式の消却を決

議し、2017年10月31日付で3,500,000株の消却を行い、当第２四半期累計期間において利益剰余金及び自己

株式がそれぞれ105億４千５百万円減少しました。この結果、当第２四半期会計期間末において、利益剰余

金が1,685億５千３百万円、自己株式が85億３百万円となっております。

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 2018年９月１日 至 2019年２月28日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月29日

定時株主総会
普通株式 1,808 40.00 2018年８月31日 2018年11月30日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年４月11日

取締役会
普通株式 1,700 40.00 2019年２月28日 2019年５月24日 利益剰余金

３．株主資本の著しい変動

当社は、2018年10月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式2,700,000株の取得を行いました。この

結果、当第２四半期累計期間において自己株式が81億３千７百万円増加し、当第２四半期会計期間末におい

て自己株式が166億４千２百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期累計期間（自 2017年９月１日 至 2018年２月28日）

当社は、住関連用品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ 当第２四半期累計期間（自 2018年９月１日 至 2019年２月28日）

当社は、住関連用品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自 2017年９月１日
至 2018年２月28日）

当第２四半期累計期間
（自 2018年９月１日
至 2019年２月28日）

１株当たり四半期純利益金額 75円81銭 66円64銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（百万円） 3,497 2,934

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 3,497 2,934

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,126 44,031

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2019年４月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしております。

(イ）中間配当による配当総額 1,700百万円

(ロ）１株当たりの金額 40円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 2019年５月24日

（注） 2019年２月28日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2019年４月12日

株式会社島忠

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 福 田 秀 敏 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 筑 紫 徹 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社島忠の

2018年９月１日から2019年８月31日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（2018年12月１日から2019年２月28日ま

で）及び第２四半期累計期間（2018年９月１日から2019年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借

対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社島忠の2019年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第

２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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